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　育児休業制度の周知・啓発や情報提供の充実を通じて、保護者が働きやすい職場環境を
整備し、職業生活と家庭生活の両立を支援します。また、教育・保育の施設給付や地域での子
ども・子育て支援事業の拡充を図り、町民一人ひとりがワーク・ライフ・バランスを実感でき
る環境の整備を推進します。
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（１）職業生活と家庭生活との両立支援

　全てのこどもや子育て家庭が住み慣れた地域で安心して暮らせるよう、公共施設や道路
交通環境、遊び場や運動場の計画的な整備を通じて、外出しやすい生活環境の整備を推進
します。

（１）生活環境の整備

　こどもが地域で安全に暮らせるよう、交通安全教育の推進に加えて、交通安全指導者の
確保・育成を支援します。また、こどもが犯罪などの被害に遭わないように、関係機関と連
携し、防犯に配慮した環境づくりや情報提供の充実にも努めます。

（２）交通安全・防犯対策等の充実

　近年、こどもや親の心身の健康を取り巻く環境が大きく変わってきています。そのため、
妊娠・出産や子育てに対する不安を軽減するための乳児相談を行い、正しい保健知識や小
児医療に関する情報提供を行うとともに、発達段階に応じた健康診査など、母子保健事業
の充実に努めます。

基本目標２　こどもを健やかに生み育てる環境づくり

（１）母子保健・小児医療

　保育所・認定こども園や学校などは、こどもが健やかに成長するために欠かせない役割
を担っています。こどもが変化する社会で主体的に生きる力を身に付けられるよう、学力の
向上に加え、情操教育の推進を通じて、幼児教育・学校教育の総合的な充実を目指します。
また、相談支援体制の強化やスポーツ指導者の育成にも取り組み、こどもの健やかな成長
を支援します。

基本目標３　教育環境の整備

（１）生きる力を育む教育の推進

　地域住民が男女で協力しながら家庭を築き、子育てに取り組む重要性を理解できるよう、
学習の機会を提供し、周知・啓発活動を進めることで、地域内での男女共同参画を推進しま
す。また、父親の子育て参加を後押しする取組も進めていきます。

（２）男女共同参画の推進　近年、家族での食事の機会が減少し、朝食を取らない人が増えるなど、食生活に関する問
題が増えています。このような状況を踏まえ、親とこどもの望ましい食習慣の定着を促進し、
食を通じて豊かな人間性を育み、心身の健康的な成長を支援します。また、学習や体験の機
会を提供し、普及・啓発活動に取り組んでいます。さらに、地元産の食材を積極的に活用し、
地域に根差した「食育」の推進を図ります。

（２）「食育」の推進

　思春期の健康づくりは、将来の健康的な生活の基盤を築く上で非常に重要です。そのた
め、性に関する正しい知識や、薬物乱用や喫煙の危険性についての理解を広め、児童・生徒
の心身の健全な発達を支援します。また、今後は喫煙、飲酒、薬物防止の教育において、保護
者も対象とした指導や情報提供の充実に取り組んでいきます。

（３）思春期保健対策の充実

　現在、子育てにかかる経済的負担に対して不安を抱える保護者が多くみられます。こうし
た子育て費用の負担軽減を目指し、各種制度の適切な運用を進めます。また、制度の変更が
ある場合には、十分な情報提供を行い、保護者が適切に制度を活用できるよう努めます。

（３）子育て家庭への経済的支援
　核家族化の進行や地域の連帯意識の希薄化により、子育てが孤立しやすく、不安や悩みを
抱える保護者が増加しています。これを受け、家庭だけでなく地域と連携した教育支援環境
の整備を進めています。また、乳幼児とのふれあいを通じて、子育ての楽しさや素晴らしさを
児童や生徒に伝えるため、地域の多様な団体との協力を推進していきます。

（２）地域の教育支援体制の整備

基本目標４　職業生活と家庭生活との両立の推進等

基本目標５　安心して子育てできる生活環境づくり
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　近年、児童虐待が社会問題として浮き彫りになる中、ひとり親家庭の増加により、こどもを
取り巻く家庭環境も変化しています。この状況に対応するため、関係機関と連携しながら児
童虐待の防止に取り組むとともに、相談体制の充実を目指します。また、ひとり親家庭では、
子育てに関する多様な悩みを抱えているケースが多いため、それぞれの家庭の状況に応じ
た支援体制の周知に力を入れます。

（１）支援が必要な家庭への対応

　障がいの原因となる疾病や事故の予防、早期発見、治療を促進するため、妊婦や乳幼児
の健康診査の受診、また学校での健康診査の実施を推進する必要があります。特に、特定
教育・保育施設や特定地域型保育事業、放課後児童健全育成事業を行う事業者は、特別な
支援が必要なこどもを積極的に受け入れるとともに、各関係機関と連携して障がい児施策
を推進します。今後は、保健、医療、福祉、保育、教育、就労支援などが協力し、切れ目のない
支援を提供できる体制を構築することを目指します。

（２）障がい児等への支援

　令和５年12月22日に策定された「こども大綱」では、「こどもの貧困を解消し、こど
もたちが貧困による困難を強いられない社会の実現」が掲げられており、これを受けて
「こどもの貧困対策」は「こどもの貧困解消に向けた対策」として改められました。本町が
策定する子ども・子育て支援事業計画には、こどもの貧困対策に資する多くの事業が含
まれており、この計画に貧困対策推進のための計画を一体的に取りまとめ、各事業の推
進を図ってまいります。

（３）経済的困難を抱える家庭への支援（こどもの貧困対策）

　教育・保育の利用状況及びニーズ調査等により把握する利用希望を踏まえ、認定区分ごとに
量の見込と確保方策を定めました。
　なお、満３歳未満のこどもの数全体に占める保育所等の利用数の割合（保育利用率）は横ば
いですが、少子化を踏まえて、量の見込（必要利用定員総数）を設定しています。

基本目標６　要保護児童へのきめ細かな支援の充実　 7．教育・保育施設の量の見込と確保方策
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